
「人の生涯の身分関係を継続して追跡する」日本の現

在の「戸籍を持つ国は日本のほか韓国と台湾だけ」であ

る。とうぜん「韓国と台湾の戸籍は日本の占領時代の置

き土産である」＊１。

一方、このような戸籍制度のある日本においてよく混

同されるのであるが、国籍と戸籍の区別も明確にしてお

く必要があろう。日本の戸籍に記載されるのは日本の国

籍を持つ者だけであるが（それゆえに日本の国籍を持た

ない家族がいるときには、その家族は戸籍には現れない）、

日本の国籍を持つ者すべてが戸籍に記載されるのでもな

い。一つは皇統譜に記載される「皇族」と称される人々

であり、もう一つは、たとえば婚姻を法的に届け出てい

ない夫婦から生まれ、その婚姻外の父を出生届の父欄に

記載したがために、不当な戸籍法の規定により、出生届

の受理を拒否され、戸籍の作成を拒否されている人々で

ある。後者の場合、日本国政府は明らかに戸籍の作成を

拒否された人々が日本人であることを知っている。なぜ

ならば日本国籍を有しないで日本に滞在するならば、外

国人登録を行なわなければならない。しかし、戸籍の作

成を拒否された人々は外国人登録をすることはない。

そして、戸籍には附票があり、住民票（住民基本台帳）

には本籍欄があることで、戸籍は住民票とも連動してい

る。そのため、現段階では住民票においても外国籍者は

排除されている。しかし、２００９年の住民基本台帳法・出

入国管理法の改悪によって、これが施行された時（２０１２

年が想定されている）、外国人住民も住民基本台帳に記

載されることになる一方で、さらに外国人管理が強化さ

れる。

これらの戸籍・住民票・外国人登録によって人々を管

理する基本的枠組みは、「占領時代の置き土産」として

戸籍制度を持つ韓国においてもほぼ同じであった。ただ

し、韓国の戸籍は、日本の現在の戸籍が夫婦と未成年の

子どもを１単位とし、婚姻によって新たな戸籍が作られ、

３世代を含む戸籍が存在しないのに対して、日本の戦前

の戸籍と同じく、戸主制度を有し、より広い家族を戸籍

に収めてきた＊２。一方、住民登録法があり、住民はす

べてコンピュータによって登録されたカード（住民登録

証）を持たなければならない。住民登録には、当然本籍

を登録するなど、戸籍と住民登録の連動も存在している。

その韓国において、戸籍法の改正がなされ、戸籍はな

くなり、家族関係の登録等に関する法律となった。従来

の戸籍に代わり、家族関係登録簿が作成され、戸籍謄本

に代わって証明事項の特定された「家族関係証明書」、「基

本証明書」、「婚姻関係証明書」、「養子縁組関係証明書」、

「親養子縁組［日本の特別養子に相当］関係証明書」が発

給されるようになり、「本籍」が「登録基準地」となり、

「家族関係の登録等に関する法律」第１０条にあるように

「出生もしくはその他の理由により初めて登録をする場

合には登録基準地を定め」ることとなった。基本証明書

には「ア．本人の登録基準地・姓名・性別・本・出生年

月日および住民登録番号、イ．本人の出生、死亡、国籍

喪失・取得および回復等に関する事項」が記載される＊３。

このように上記の住民登録制度とのつながりが残され、

またともに電算情報処理組織によって処理されているな

ど、国家による住民の管理（住民登録法第１０条にあるよ

うに「大韓民国の国籍を持たない者」も住民登録するこ

とになっている）である側面は変わっていないが、「戸

籍」という名称がなくなっただけでも、人々の意識に与

える影響は大きいといえよう。

ここでは、参考として韓国・法制処 HP（http://www.moleg.

go.kr/main/main.do）に掲載された国籍法、住民登録法、

佐 野 通 夫
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家族関係の登録等に関する法律、在外国民の家族関係登

録創設、家族関係登録簿訂正および家族関係登録簿整理

に関する特例法を翻訳・紹介するとともに、関連する諸

規則の名称を記載した。法令名の次に記載されているも

のは、［施行日］、［法令番号、改正日等］、そして担当部

（課）とその電話番号である。日本の総務省が提供する

「法令データ提供システム」には、このような担当部

（課）の記載はないので、紹介のため、合わせて訳出し

た。なお、家族関係の登録等に関する法律第２条にある

ように、また、この担当部（課）にみることができるよ

うに、韓国において戸籍の管掌は大法院［日本の最高裁

判所に相当］とされている。

国籍法（抄）
［施行２００８．３．１４］［法律第８８９２号、２００８．３．１４、一部改正］

法務部（国籍難民課）、０２‐５００‐９２９１～２

第１条（目的）この法は大韓民国の国民となる要件を定

めることを目的とする。

［全文改正２００８．３．１４］

第２条（出生による国籍取得）①次の各号の一に該当す

る者は出生と同時に大韓民国国籍を取得する。

１．出生当時に父もしくは母が大韓民国の国民であ

る者

２．出生する前に父が死亡した場合には、その死亡

の当時に父が大韓民国の国民だった者

３．両親がともに明らかでない場合や国籍がない場

合には大韓民国で出生した者

②大韓民国で発見された棄児は大韓民国で出生したも

のと推定する。

［全文改正２００８．３．１４］

第３条（認知による国籍取得）①大韓民国の国民ではな

い者（以下“外国人”という）で大韓民国の国民で

ある父もしくは母によって認知された者が、次の各

号の要件をすべてそろえれば法務部長官に申告する

ことによって大韓民国国籍を取得することができる。

１．大韓民国の「民法」上未成年であること

２．出生当時に父もしくは母が大韓民国の国民だっ

たこと

②第１項により申告した者はその申告をした時に大韓

民国国籍を取得する。

③第１項による申告手続きとその他必要な事項は大統

領令で定める。

［全文改正２００８．３．１４］

第４条（帰化による国籍取得）①大韓民国国籍を取得し

た事実がない外国人は法務部長官の帰化許可を受け

て、大韓民国国籍を取得することができる。

②法務部長官は帰化許可申請を受けた際には、第５条

から第７条までの帰化要件をそなえているかを審査

した後、その要件をそなえた者にだけ帰化を許可す

る。

③第１項により帰化許可を受けた者は法務部長官がそ

の許可をした時に大韓民国国籍を取得する。

④第１項と第２項による申請手続きと審査等に関して

必要な事項は大統領令で定める。

［全文改正２００８．３．１４］

第５条（一般帰化要件）外国人が帰化許可を受けるため

には第６条や第７条に該当する場合の他は、次の各号

の要件をそなえなければならない。

１．５年以上継続して、大韓民国に住所があること

２．大韓民国の「民法」上成年であること

３．品行が端正であること

４．自身の資産なり技能によるか、生計を共にする

家族に依存して、生計を維持する能力があること

５．国語能力と大韓民国の風習に対する理解等、大

韓民国国民としての基本素養をそなえていること

［全文改正２００８．３．１４］

住民登録法（抄）
［施行２００９．１０．２］［法律第９５７４号、２００９．４．１、一部改正］

行政安全部（住民課）、０２‐２１００‐３９８１

第１条（目的）この法は市（特別市・広域市は除き、特

別自治道は含む。以下同じ）・郡もしくは区（自治区

をいう。以下同じ）の住民を登録することによって、

住民の居住関係等人口の動態を常に明確に把握し、住

民生活の便益を増進させ、行政事務を適正に処理する

ことを目的とする。

〈改正２００９．４．１〉

第２条（事務の管掌）①住民登録に関する事務は市長（特

別市長・広域市長は除き、特別自治道知事は含む。

以下同じ）・郡守［訳注－郡の長］もしくは区庁長

（自治区の区庁長をいう。以下同じ）が管掌する。

〈改正２００９．４．１〉

②市長・郡守もしくは区庁長は第１項の権限の一部を

その地方自治体の条例に定めるところにより区庁長

（自治区でない区の区庁長だけが該当する）・邑・

面・洞長もしくは出張所長に委任することができる。

第７条（住民登録票等の作成）①市長・郡守もしくは区

庁長は住民登録事項を記録するために電算情報処理

組織（以下“電算組織”という）によって個人別お

よび世帯別住民登録票（以下“住民登録票”という）

と世帯別住民登録票索引簿を作成して記録・管理・

保存しなければならない。

②個人別住民登録票は個人に関する記録を総合的に記
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録・管理し、世帯別住民登録票はその世帯に関する

記録を統合して、記録・管理する。

③市長・郡守もしくは区庁長は住民に個人別に固有な

登録番号（以下“住民登録番号”という）を付与し

なければならない。

④住民登録票と世帯別住民登録票索引簿の書式および

記録・管理・保存方法等に必要な事項と住民登録番

号を付与する方法は大統領令で定める。

第８条（登録の申告主義原則）住民の登録もしくはその

登録事項の訂正、抹消もしくは居住不明登録は住民の

申告により行う。ただし、この法に特別な規定があれ

ば例外とする。

〈改正２００９．４．１〉

第９条（整理）個人別住民登録票は住民登録番号順に、

世帯別住民登録票は世帯主の住民登録番号順に各々整

理し、これに関する具体的な事項は行政安全部長官が

定める。

〈改正２００８．２．２９〉

第１０条（申告事項）①住民は次の各号の事項を該当居住

地を管轄する市長・郡守もしくは区庁長に申告しな

ければならない。

〈改正２００７．５．１７、２００９．４．１〉

１．姓名

２．性別

３．生年月日

４．世帯主との関係

５．合宿する所は管理責任者

６．「家族関係の登録等に関する法律」第１０条第１

項による登録基準地（以下“登録基準地”という）

７．住所

８．家族関係登録されていない者もしくは家族関係

登録の有無が明らかでない者はその理由

９．大韓民国の国籍を持たない者はその国籍名か国

籍の有無

１０．居住地を移動する場合には転入前の住所もしく

は転入地と該当年月日

１１．大統領令に定める特殊技術に関する事項

②何人も第１項の申告を二重にはできない。

第１１条（申告義務者）①第１０条による申告は世帯主が申

告理由が発生した日から１４日以内にしなければなら

ない。ただし、世帯主が申告できなければ、代わっ

て次の各号の一に該当する者がすることができる。

〈改正２００９．４．１〉

１．世帯を管理する者

２．本人

３．世帯主の委任を受けた者で次の各目の一に該当

する者

ア．世帯主の配偶者

イ．世帯主の直系血族

ウ．世帯主の配偶者の直系血族

エ．世帯主の直系血族の配偶者

②第１項ただし書きによる委任に関する具体的な事項

は大統領令で定める。

家族関係の登録等に関する法律（抄）
［施行２００７．７．２３］［法律第８５４１号、２００７．７．２３、他法改正］

法務部（法務審議官）、０２‐２１１０‐３１６４～５

第１章 総則

第１条（目的）この法は国民の出生・婚姻・死亡等家族

関係の発生および変動事項に関する登録とその証明に

関する事項を規定することを目的とする。

第２条（管掌）家族関係の発生および変動事項に関する

登録とその証明に関する事務（以下“登録事務”とい

う）は大法院が管掌する。

第３条（権限の委任）①大法院長は登録事務の処理に関

する権限を市・邑・面の長（都農複合形態の市にお

いて洞地域に対しては市長、邑・面地域に対しては

邑・面長とする。以下同じ）に委任する。

②特別市および広域市と区をおいた市においては、こ

の法で市、市長もしくは市の事務所とあるものは

各々、区、区庁長もしくは区の事務所をいう。ただ

し、広域市において郡地域については邑・面、邑・

面の長もしくは邑・面の事務所をいう。

③大法院長は登録事務の監督に関する権限を市・邑・

面の事務所所在地を管轄する家庭法院［訳注－家庭

裁判所］長に委任する。ただし、家庭法院支院長は

家庭法院長の命を受けて、その管轄区域内の登録事

務を監督する。

第４条（登録事務処理）第３条による登録事務は、家族

関係の発生および変動事項の登録（以下“登録”とい

う）に関する申告等を受け付け、また受理した申告地

の市・邑・面の長が処理する。

第５条（職務の制限）①市・邑・面の長は登録に関する

証明書発給事務を除き、自身もしくは自身と４等身

以内の親族に関する登録事件に関してはその職務を

行なえない。

②登録事件処理に関して、市・邑・面の長を代理する

者も第１項と同じである。

第６条（手数料等の帰属）①この法の規定により納付す

る手数料および過怠金は登録事務を処理する該当地

方自治体の収入とする。ただし、次の各号の一に該

当する場合は除く。

１．第１２条第２項により電算情報中央管理所所属公
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務員が証明書を発給する場合

２．第１２０条および第１２３条により家庭法院が過怠金

を賦課する場合

３．第１２４条第３項により家庭法院が「非訟事件手

続法」による過怠金の裁判をする場合

②第１項の手数料の金額は大法院規則で定める。

第７条（費用の負担）第３条により市・邑・面の長に委

任した登録事務にかかる費用は国家が負担する。

第８条（大法院規則）この法の施行に関して必要な事項

は大法院規則で定める。

第２章 家族関係登録簿の作成と登録事務の処理

第９条（家族関係登録簿の作成および記録事項）①家族

関係登録簿（以下“登録簿”という）は、電算情報

処理組織によって入力・処理された家族関係登録事

項（以下“登録事項”という）に関する電算情報資

料を、第１０条の登録基準地により個人別に区分して

作成する。

②登録簿には次の事項を記録しなければならない。

１．登録基準地

２．姓名・本・性別・出生年月日および住民登録番

号

３．出生・婚姻・死亡等家族関係の発生および変動

に関する事項

４．その他家族関係に関する事項として大法院規則

が定める事項

第１０条（登録基準地の決定）①出生もしくはその他の理

由により初めて登録をする場合には登録基準地を定

めて申告しなければならない。

②登録基準地は大法院規則に定める手続きにより変更

することができる。

第１１条（電算情報処理組織による登録事務の処理等）①

市・邑・面の長は登録事務を電算情報処理組織によ

って処理しなければならない。

②本人が死亡したり失踪宣告・不在宣告を受けた時、

国籍を離脱したり喪失した時、もしくはその他大法

院規則で定めた事由が発生した時には登録簿を閉鎖

する。

③登録簿と第２項により閉鎖した登録簿（以下“閉鎖

登録簿”という）は法院行政処長が保管・管理する。

④法院行政処長は登録簿もしくは閉鎖登録簿（以下“登

録簿等”という）に記録されている登録事項と同じ

電算情報資料を別に作成して管理しなければならな

い。

⑤登録簿等の全部もしくは一部が損傷したり損傷する

虞れがある時には、法院行政処長は大法院規則に定

めるところにより登録簿等の復旧等必要な処分を命

じることができる。

⑥登録簿等を管理する者もしくは登録事務を処理する

者は、この法やその他の法で規定する事由でない他

の事由で登録簿等に記録された登録事項に関する電

算情報資料（以下“登録電算情報資料”という）を

利用したり、他の者（法人を含む）に資料を提供し

てはならない。

第１２条（電算情報中央管理所の設置等）①登録簿等の保

管と管理、電算情報処理組織による登録事務処理の

支援および登録電算情報資料の効率的な活用のため

に、法院行政処に電算情報中央管理所（以下“中央

管理所”という）を置く。この場合、国籍関連通報

による登録事務処理に関しては大法院規則に定める

ところにより、法務部と電算情報処理組織を連係し

て運営する。

②法院行政処長は必要な場合、中央管理所所属公務員

をして第１５条に規定された証明書の発給事務をさせ

ることができる。

第１３条（登録電算情報資料の利用等）①登録電算情報資

料を利用もしくは活用しようとする者は、関係中央

行政機関の長の審査を経て、法院行政処長の承認を

受けなければならない。ただし、中央行政機関の長

が登録電算情報資料を利用したり活用しようとする

場合には法院行政処長と協議しなければならない。

②第１項により登録電算情報資料を利用もしくは活用

しようとする者は本来の目的以外の用途に利用した

り活用してはならない。

③第１項による登録電算情報資料の利用もしくは活用

とその使用料等に関して必要な事項は大法院規則で

定める。

第１４条（証明書の交付等）①本人もしくは配偶者、直系

血族、兄弟姉妹（以下この条では“本人等”という）

は第１５条に規定された登録簿等の記録事項に関して

発給することのできる証明書の交付を請求すること

ができ、本人等の代理人が請求する場合には本人等

の委任を受けなければならない。ただし、次の各号

の一に該当する場合には本人等でない場合にも交付

を申請することができる。

１．国家もしくは地方自治団体が職務上の必要によ

り文書で申請する場合

２．訴訟・非訟・民事執行の各手続きで必要な場合

３．他の法令で本人等に関する証明書を提出するよ

うに要求する場合

４．その他、大法院規則に定める正当な利害関係が

ある者が申請する場合

②第１５条第１項第５号の親養子［訳注－特別養子］養

子縁組関係証明書は次の各号の一に該当する場合に

こども教育宝仙大学 紀要 １（２０１０年３月発行）
HOSEN COLLEGE OF CHILDHOOD EDUCATION Vol.1（Mar. 2010）

１２０



限り、交付を請求することができる。

１．親養子が成年になり、申請する場合

２．婚姻当事者が民法第８０９条の親族関係を把握し

ようとする場合

３．裁判所の事実照会嘱託があったり捜査機関が捜

査上の必要により文書で申請する場合

４．その他、大法院規則が定める場合

③第１項および第２項により証明書の交付を請求する

者は手数料を納付しなければならず、証明書の送付

を申請する場合には郵送料を別に納付しなければな

らない。

④市・邑・面の長は第１項および第２項の請求が登録

簿に記録された人に対する私生活の秘密を侵害する

等、不当な目的によることが明らかだと認められる

時には証明書の交付を拒否することができる。

⑤第１項から第４項までの規定は閉鎖登録簿に関する

証明書交付の場合にも準用する。

第１５条（証明書の種類および記録事項）①登録簿等の記

録事項に関して発給することのできる証明書の種類

とその記録事項は次の各号の通りである。

１．家族関係証明書

ア．本人の登録基準地・姓名・性別・本・出生年

月日および住民登録番号

イ．父母・養父母、配偶者、子女の姓名・性別・

本・出生年月日および住民登録番号

２．基本証明書

ア．本人の登録基準地・姓名・性別・本・出生年

月日および住民登録番号

イ．本人の出生、死亡、国籍喪失・取得および回

復等に関する事項

３．婚姻関係証明書

ア．本人の登録基準地・姓名・性別・本・出生年

月日および住民登録番号

イ．配偶者の姓名・性別・本・出生年月日および

住民登録番号

ウ．婚姻および離婚に関する事項

４．養子縁組関係証明書

ア．本人の登録基準地・姓名・性別・本・出生年

月日および住民登録番号

イ．養父母もしくは養子の姓名・性別・本・出生

年月日および住民登録番号

ウ．養子縁組および離縁に関する事項

５．親養子縁組関係証明書

ア．本人の登録基準地・姓名・性別・本・出生年

月日および住民登録番号

イ．実父母・養父母もしくは親養子の姓名・性別

・本・出生年月日および住民登録番号

ウ．養子縁組および離縁に関する事項

②家族関係に関するその他の証明書および家族関係記

録事項に関して必要な事項は大法院規則で定める。

第３章 登録簿の記録

第１６条（登録簿の記録手続き）登録簿は申告、通知、申

請、証書の謄本、航海日誌の謄本もしくは裁判書によ

って記録する。

第１７条（登録簿がない人）家族関係登録されていない人

に対し登録事項を記録しなければならない時には新し

く登録簿を作成する。

第１８条（登録簿の訂正）①登録簿の記録が法律上無効で

あるか、その記録に錯誤もしくは脱落があることを

知った時には市・邑・面の長は遅滞なく申告人もし

くは申告事件の本人にその事実を通知しなければな

らない。ただし、その錯誤もしくは脱落が市・邑・

面の長の誤りによったものである時にはそうしない。

②第１項本文の通知をすることができない時、もしく

は通知をしたが訂正申請をする者がいない時、もし

くはその記録の錯誤もしくは脱落が市・邑・面の長

の誤りによったものである時、もしくは市・邑・面

の長は監督裁判所の許可を受けて、職権で訂正する

ことができる。ただし、大法院規則に定める軽微な

事項である場合には市・邑・面の長は職権で訂正し、

監督裁判所に報告しなければならない。

③国家もしくは地方自治体の公務員がその職務上登録

簿の記録に錯誤もしくは脱落があることを知った時

には遅滞なく申告事件の本人の登録基準地の市・邑

・面の長に通知しなければならない。この場合、通

知を受けた市・邑・面の長は第１項および第２項に

より処理する。

第１９条（登録簿の行政区域、名称等の変更）①行政区域

もしくは土地の名称が変更された時には登録簿の記

録は訂正されたものとみなす。この場合、市・邑・

面の長はその記録事項を更正しなければならない。

②市・邑・面の長は地番の変更がある時には登録簿の

記録を更正しなければならない。

第４章 申告

第１節 通則

第２０条（申告の場所）①この法による申告は申告事件本

人の登録基準地もしくは申告人の住所地や現在地で

することができる。

②大韓民国の国民でない人（以下“外国人”という）

に関する申告はその居住地もしくは申告人の住所地

や現在地ですることができる。

第２１条（出生・死亡の洞経由申告等）①市において出生

韓国の国籍法・戸籍法
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・死亡の申告はその申告の場所が申告事件本人の住

民登録地もしくは住民登録をする地域と同じ場合に

は申告事件本人の住民登録地もしくは住民登録をす

る地域を管轄する洞を経てすることができる。

②第１項の場合洞長は所属市長を代行して申告書を受

理し、洞の属する市の長に申告書を送付し、その他

大法院規則に定める登録事務を処理する。

第２２条（申告後登録されていることが判明した場合等）

登録されているのかが明らかでない人もしくは登録さ

れていなかったり登録することができない人に関する

申告が受理された後、その人に関して登録されている

ことが判明した時もしくは登録できるようになった時

には、申告人もしくは申告事件の本人はその事実を知

った日から１ケ月以内に受理された申告事件を表示し

て、初めにその申告を受理した市・邑・面の長にその

事実を申告しなければならない。

第２３条（申告方法）①申告は書面でも口頭でもできる。

②申告によって効力が発生する登録事件に関して、申

告事件本人が市・邑・面に出席しない場合には申告

事件本人の住民登録証・運転免許証・旅券、その他

大法院規則が定める身分証明書（以下この項で“身

分証明書”という）を提示するか申告書に申告事件

本人の印鑑証明書を貼付しなければならない。この

場合本人の身分証明書を提示しなかったり本人の印

鑑証明書を貼付しない時には申告書を受理してはな

らない。

第２４条（申告書様式）申告書様式は大法院例規で定める。

この場合、家族関係に関する登録申告が他の法令で規

定した申告に替わる場合には当該申告書様式を定める

においてはあらかじめ関係部署と協議しなければなら

ない。

第２５条（申告書記載事項）①申告書には次の事項を記載

して申告人が署名するか記名捺印しなければならな

い。

１．申告事件

２．申告年月日

３．申告人の出生年月日・住民登録番号・登録基準

地および住所

４．申告人と申告事件の本人が異なる場合には申告

事件の本人の登録基準地・住所・姓名・出生年月

日および住民登録番号と申告人の資格

②この法により申告書類を作成した場合、その申告書

類に住民登録番号を記載した時には出生年月日の記

載を省略することができる。

第２６条（申告人が無能力者である場合）①申告しなけれ

ばならない者が未成年者もしくは禁治産者である時

には親権者もしくは後見人を申告義務者とする。た

だし、未成年者もしくは禁治産者が申告をしてもか

まわない。

②親権者もしくは後見人が申告する場合には申告書に

次の事項を記載しなければならない。

１．申告しなければならない人の姓名・出生年月日

・住民登録番号および登録基準地

２．無能力者になった原因

３．申告人が親権者もしくは後見人であるという事

実

第２７条（同意が不必要な無能力者の申告）①無能力者が

その法定代理人の同意なしでできる行為に関しては

無能力者が申告しなければならない。

②禁治産者が申告する場合には申告書に申告事件の性

質および効果を理解する能力があることを証明でき

る診断書を貼付しなければならない。

第２８条（証人を必要とする申告）証人を必要とする事件

の申告においては証人は申告書に住民登録番号および

住所を記載して署名するか記名捺印しなければならな

い。

第２９条（不存在もしくは不知の事項）申告書に記載しな

ければならない事項で存在しなかったり知らないこと

がある時にはその旨を記載しなければならない。ただ

し、市・邑・面の長は法律上記載しなければならない

事項として特に重要だと認められる事項を記載しない

申告書は受理してはならない。

第３０条（法令規定事項以外の記載事項）申告書にはこの

法もしくは他の法令で定める事項の他に登録簿に記録

しなければならない事項をより一層明らかにするため

に必要な事項があれば、このような事項も記載しなけ

ればならない。

第３１条（口頭でする申告等）①口頭で申告しようとする

時には申告人は市・邑・面の事務所に出席して、申

告書に記載しなければならない事項を述べなければ

ならない。

②市・邑・面の長は申告人の陳述および申告年月日を

記録して、申告人に読んで聞かせ、申告人をしてそ

の書面に署名するか記名捺印するようにしなければ

ならない。

③第１項および第２項の場合に申告人が病気もしくは

その他の事故で出席できない時には代理人をして申

告するようにできる。ただし、第５５条［訳注－認知］、

第５６条［訳注－胎児認知］、第６１条［訳注－養子縁

組］、第６３条［訳注－離縁］、第７１条［訳注－婚姻］

および第７４条［訳注－離婚］の申告は除外する。

第３２条（同意、承諾もしくは許可を要する事件の申告）

①申告事件において父・母もしくは他の人の同意も

しくは承諾が必要な場合には申告書にその同意もし
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くは承諾を証明する書面を貼付しなければならない。

ただし、親族会が同意をする場合には親族会議決議

録を貼付しなければならず、その他の同意もしくは

承諾においては同意もしくは承諾を一人をして申告

書にその事由を付記して署名もしくは記名捺印させ

ることができる。

②申告事件、申告人もしくは申告事項等において裁判

もしくは官公庁の許可を要する事項がある場合には

申告書にその裁判書もしくは許可書の謄本を貼付し

なければならない。

第３３条（申告書に関する準用規定）申告書に関する規定

は第３１条第２項および第３２条第１項の書面に準用する。

第３４条（外国で行なう申告）外国にいる大韓民国国民は

この法で定めるところにより、その地域を管轄する大

韓民国在外公館（以下“在外公館”という）の長に申

告したり申請することができる。

第３５条（外国の方式による証書の謄本）①外国にいる大

韓民国国民がその国の方式により申告事件に関する

証書を作成した場合には３ケ月以内にその地域を管

轄する在外公館の長にその証書の謄本を提出しなけ

ればならない。

②大韓民国の国民がいる地域が在外公館の管轄に属し

ない場合には３ケ月以内に登録基準地の市・邑・面

の長に証書の謄本を発送しなければならない。

第３６条（外国で受理した書類の送付）在外公館の長は第

３４条および第３５条により書類を受理した時には１ケ月

以内に外交通商部長官を経由して、本人の登録基準地

の市・邑・面の長に送付しなければならない。

第３７条（申告期間の起算）①申告期間は申告事件発生日

から起算する。

②裁判の確定日から期間を起算しなければならない場

合に、裁判が送達もしくは交付前に確定した時には

その送達もしくは交付された日から起算する。

第３８条（申告の催告）①市・邑・面の長は申告を怠った

人を知った時には相当な期間を定めて、申告義務者

に対しその期間内に申告することを催告しなければ

ならない。

②申告義務者が第１項の期間内に申告をしない時には

市・邑・面の長は再び相当な期間を定めて、催告す

ることができる。

③第１８条第２項は第２項の催告をできない時および催

告をしても申告をしない時に、同条第３項は国家も

しくは地方自治体の公務員が申告を怠った人がいる

ことを知った時に準用する。

第３９条（申告の追後補完）市・邑・面の長は申告を受理

した場合に、瑕疵があって登録簿に記録をできない時

には申告人もしくは申告義務者をして補完させなけれ

ばならない。この場合第３８条を準用する。

第４０条（期間経過後の申告）市・邑・面の長は申告期間

が経過した後の申告でも受理しなければならない。

第４１条（死亡後に到達した申告）①申告人の生存中に郵

送した申告書は、その死亡後でも市・邑・面の長は

受理しなければならない。

②第１項により申告書が受理された場合には申告人の

死亡時に申告したものとみなす。

第４２条（受理、不受理証明書と書類の閲覧）①申告人は

申告の受理もしくは不受理の証明書を請求すること

ができる。

②利害関係人は市・邑・面の長に申告書なり、その他

受理した書類の閲覧もしくはその書類に記載した事

項に関して証明書を請求することができる。

③証明書を請求する時には手数料を納付しなければな

らない。

④利害関係人は裁判所に保管されている申告書類に対

する閲覧を請求することができる。

⑤第２項および第４項の利害関係人の資格と範囲等に

関しては第１４条第１項から第４項までの規定を準用

する。

第４３条（申告不受理の通知）市・邑・面の長は申告を受

理しない場合には、その理由を遅滞なく申告人に書面

で通知しなければならない。

第２節 出生

第３節 認知

第４節 養子縁組

第５節 離縁

第６節 親養子の養子縁組および離縁

第７節 婚姻

第８節 離婚

第９節 親権および後見

第１０節 死亡と失踪

第１１節 国籍の取得と喪失

第１２節 改名および姓・本変更

第１３節 家族関係登録創設

第５章 登録簿の訂正

第６章 不服手続き

第７章 申告書類の送付と裁判所の監督

第８章 罰則

在外国民の家族関係登録創設、家族関係登録簿
訂正および家族関係登録簿整理に関する特例法
［施行２００８．１．１］［法律第８４３５号、２００７．５．１７、他法改正］

法務部（法務審議官室）、０２‐２１１０‐３１６４～５
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第１条（目的）この法は在外国民の家族関係登録創設、

家族関係登録簿訂正および家族関係登録簿整理手続き

に関する特例を規定することを目的とする。

〈改正２００７．５．１７〉

第２条（定義）①この法で“在外国民”というのは大韓

民国国民として在外国民登録法の規定によって登録

された者をいう。

②この法で“登録”・“登録簿”・“登録簿謄本”と

いうのは各々在外国民登録法の規定による登録・登

録簿・登録簿謄本をいう。

③この法で“外国人登録”・“永住権”というのは各

居留国の外国人登録および居留資格などを規定した

法令による登録および居留資格などをいう。

④削除〈２０００．１２．２９〉

第３条（家族関係登録創設、家族関係登録簿訂正許可お

よび家族関係登録簿整理申請など〈改正２００７．５．１７〉）

①在外国民として登録基準地を持たなかったり明ら

かでない者が家族関係登録を創設しようと思う時に

は次の各号によって、登録基準地を定めて住所地を

管轄する在外公館の長に家族関係登録創設許可申請

書を提出する。〈改正２０００．１２．２９、２００７．５．１７〉

１．登録簿の登録基準地が軍事境界線以南地域であ

る時にはその登録基準地

２．登録簿の登録基準地が軍事境界線以北地域であ

る時には軍事境界線以南地域に選定した登録基準

地

②登録基準地を持つ者でその家族関係登録簿記録に錯

誤もしくは遺漏があることを発見した利害関係人が

これを訂正しようと思う時は、家族関係登録簿訂正

許可申請書を、また家族関係の登録等に関する法律

上の申告と申請に関する事項中、出生・認知・養子

縁組・婚姻・死亡等により登録もしくは抹消されな

ければならない者が家族関係登録簿に整理されてい

ない場合には、家族関係登録簿整理申請書を住所地

を管轄する在外公館の長に提出する。ただし、本人

の便宜により家族関係登録創設、家族関係登録簿訂

正許可申請書もしくは家族関係登録簿整理申請書を

管轄する家庭法院もしくは市・区・邑・面の長に直

接提出することができる。

〈改正１９７５．１２．３１、２００５．３．３１、２００７．５．１７〉

③第２項の規定によって、家族関係登録簿整理申請を

する時には登録もしくは抹消されなければならない

者の身分事項と整理しなければならない趣旨を記載

して申請人が署名しなければならない。〈改正２０００．

１２．２９、２００７．５．１７〉

第４条（貼付書類）①家族関係登録創設申請書には身分

票・在外国民登録簿謄本・居留国の外国人登録簿謄

本もしくは永住権者は永住権写本を貼付しなければ

ならない。

〈改正２００７．５．１７〉

②削除〈２００５．３．３１〉

③家族関係登録簿訂正許可および家族関係登録簿整理

申請書には在外国民登録簿謄本・居留国の外国人登

録簿謄本もしくは永住権者は永住権写本および理由

書を貼付しなければならない。ただし、家族関係登

録簿整理申請書には理由書を省略する。

〈改正２００７．５．１７〉

第５条（申請書の処理）①家族関係登録創設もしくは家

族関係登録簿訂正許可申請書を受け付けた在外公館

の長は遅滞なしに外交通商部長官を経由して、本人

が家族関係登録創設しようとする地もしくは家族関

係登録簿を訂正しようとする登録基準地を管轄する

家庭法院にこれを送付しなければならない。ただし、

在外公館の長は家族関係登録簿の錯誤もしくは遺漏

の事実が確認された時は調査確認書を貼付して、直

接管轄市・区・邑・面の長に送付することができる。

〈改正１９７５．１２．３１、２０００．１２．２９、２００７．５．１７〉

②家庭法院が家族関係登録創設もしくは家族関係登録

簿訂正許可申請書を受け付けた時には管轄市・区・

邑・面の長に家族関係登録簿の有無もしくは錯誤有

無を調査委嘱しなければならない。

〈改正１９７５．１２．３１、２００７．５．１７〉

③市・区・邑・面の長が前項の規定による委嘱を受け

た時には遅滞なしに調査回報しなければならない。

④家庭法院が家族関係登録創設もしくは家族関係登録

簿訂正の許可をした時には家族関係登録創設地もし

くは登録基準地の市・区・邑・面の長にその謄本を

送付しなければならず、不許可とした時には外交通

商部長官および在外公館の長を経由して、申請人に

その理由書と謄本を送付しなければならない。

〈改正１９７５．１２．３１、２０００．１２．２９、２００７．５．１７〉

⑤家族関係登録簿整理申請書を受け付けた在外公館の

長は遅滞なしに外交通商部長官を経由して、本人の

登録基準地市・区・邑・面の長に送付しなければな

らない。〈改正２０００．１２．２９、２００７．５．１７〉

第６条（家族関係登録簿の作成等〈改正２００７．５．１７〉）①

市・区・邑・面の長は家庭法院から家族関係登録創

設もしくは家族関係登録簿訂正許可の謄本を受け付

けた時もしくは在外公館の葬儀調査確認書が添付さ

れた家族関係登録簿訂正許可申請書を受け付けた時

には、遅滞なしに家族関係登録簿を作成もしくは訂

正して５日以内にその家族関係登録簿の証明書を外

交通商部長官および在外公館の長を経由して、申請

人に送付しなければならない。
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〈改正１９７５．１２．３１、２０００．１２．２９、２００７．５．１７〉

②市・区・邑・面の長が直接もしくは在外公館の長か

ら家族関係登録簿整理申請書を受け付け「家族関係

の登録等に関する法律」により整理できる時には、

遅滞なく家族関係登録簿を整理し５日以内にその家

族関係登録簿の証明書を直接受け付けた分は直接申

請人に、外交通商部長官および在外公館の長を経由

して受け付けた分は外交通商部長官および在外公館

の長を経由して、申請人に送付しなければならない。

ただし、家族関係登録簿整理が不可である理由があ

る時には直接申請人もしくは外交通商部長官および

在外公館の長を経由して、申請人にその理由書と申

請書を搬送しなければならない。〈改正２０００．１２．２９、

２００７．５．１７〉

第７条（費用負担）この法による家族関係登録創設、家

族関係登録簿訂正許可もしくは家族関係登録簿整理に

ともなう家族関係登録簿の作成、訂正および整理とそ

の送達に必要とする費用は国家もしくは地方自治体の

負担とする。

〈改正２００７．５．１７〉

第８条削除〈２０００．１２．２９〉

附則

第１条（施行日）この法は２００８年１月１日から施行する。

〈ただし書き省略〉

第２条から第７条まで省略

第８条（他の法律の改正）①から�まで省略
�在外国民就籍・戸籍訂正および戸籍整理に関する

特例法の一部を次の通り改正する。

題名“在外国民就籍・戸籍訂正および戸籍整理に関

する特例法”を“在外国民の家族関係登録創設、家族

関係登録簿訂正および家族関係登録簿整理に関する特

例法”とする。

第１条中“就籍、戸籍訂正および戸籍整理手続き”

を“家族関係登録創設、家族関係登録簿訂正および家

族関係登録簿整理手続き”とする。

第３条の題名“（就籍・戸籍訂正許可申請および戸

籍整理申請等）”を”（家族関係登録創設、家族関係登

録簿訂正許可および家族関係登録簿整理申請等）”と

し、同条第１項各号以外の部分中“本籍”を各々“登

録基準地”に、“就籍”を“家族関係登録創設”に、“就

籍許可申請書”を“家族関係登録創設許可申請書”と

し、同項第１号中“本籍”を各々“登録基準地”とし、

同項第２号中“本籍”を各々“登録基準地”とし、同

条第２項本文中“本籍”を“登録基準地”に、“戸籍

記載”を“家族関係登録簿記録”に、“戸籍訂正許可

申請書を、また戸籍法上”を“家族関係登録簿訂正許

可申請書をまた家族関係の登録等に関する法律上”に、

“入籍もしくは除籍されなければならない者が戸籍

簿”を“登録もしくは抹消されなければならない者が

家族関係登録簿”に、“戸籍整理申請書”を“家族関

係登録簿整理申請書”とし、同項ただし書き中“就籍

・戸籍訂正許可申請書もしくは戸籍整理申請書”を“家

族関係登録創設、家族関係登録簿訂正許可申請書もし

くは家族関係登録簿整理申請書”とし、同条第３項中

“戸籍整理申請”を“家族関係登録簿整理申請”に、

“入籍もしくは除籍”を“登録もしくは抹消”とする。

第４条第１項中“就籍許可申請書”を“家族関係登

録創設申請書”とし、同条第３項本文中“戸籍訂正許

可および戸籍整理申請書”を“家族関係登録簿訂正許

可および家族関係登録簿整理申請書”に、同項ただし

書き中“戸籍整理申請書”を“家族関係登録簿整理申

請書”とする。

第５条第１項本文中“就籍もしくは戸籍訂正許可申

請書”を“家族関係登録創設もしくは家族関係登録簿

訂正許可申請書”に、“就籍”を“家族関係登録創設”

に、“戸籍”を“家族関係登録簿”に、“本籍地”を“登

録基準地”に、同項ただし書き中“戸籍”を“家族関

係登録簿”とし、同条第２項中“就籍もしくは戸籍訂

正許可申請書”を“家族関係登録創設もしくは家族関

係登録簿訂正許可申請書”に、“戸籍”を“家族関係

登録簿”とし、同条第４項中“就籍もしくは戸籍訂正”

を“家族関係登録創設もしくは家族関係登録簿訂正”

に、“就籍地もしくは本籍地”を“家族関係登録創設

地もしくは登録基準地”とし、同条第５項中“戸籍整

理申請書”を“家族関係登録簿整理申請書”に、“本

籍地”を“登録基準地”とする。

第６条の題名“（戸籍の編成等）”を“（家族関係登

録簿の作成等）”とし、同条第１項中“就籍もしくは

戸籍訂正許可”を“家族関係登録創設もしくは家族関

係登録簿訂正許可”に、“戸籍訂正許可申請書”を“家

族関係登録簿訂正許可申請書”に、“戸籍を編成”を

“家族関係登録簿を作成”に、“戸籍の謄本”を“家

族関係登録簿の証明書”とし、同条第２項本文中“戸

籍整理申請書”を“家族関係登録簿整理申請書”に、

“戸籍法”を“「家族関係の登録等に関する法律」”に、

“戸籍”を“家族関係登録簿”に、“戸籍の謄本”を

“家族関係登録簿の証明書”とし、同項ただし書き中

“戸籍整理”を“家族関係登録簿整理”とする。

第７条中“就籍および戸籍訂正許可もしくは戸籍整

理にともなう戸籍の編成、訂正および整理”を“家族

関係登録創設、家族関係登録簿訂正許可もしくは家族

関係登録簿整理にともなう家族関係登録簿の作成、訂

正および整理”とする。
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�から�まで省略〔ママ〕
第９条省略

家族関係の登録等に関する規則
［施行２００９．７．１］［大法院規則第２２４２号，２００９．６．２６，一部改正］

法院行政処（企画第２担当官），０２‐３４８０‐１１００

日帝強制占領下強制動員被害真相究明等に関す
る特別法による家族関係登録事務処理規則
［施行２００８．１．１］［大法院規則第２１２１号，２００７．１１．２８，全部改正］

法院行政処（企画第２担当官），０２‐３４８０‐１１００

独立有功者礼遇に関する法律による家族関係登
録事務処理規則
［施行２００９．２．１７］［大法院規則第２２２０号，２００９．２．１７，制定］

大法院（法院行政処），０２‐３４８０‐１１００

済州４・３事件真相究明および犠牲者名誉回復に
関する特別法による家族関係登録事務処理規則
［施行２００８．１．１］［大法院規則第２１２２号，２００７．１１．２８，全部改正］

法院行政処（企画第２担当官），０２‐３４８０‐１１００

老斤里（ノグンリ）事件犠牲者審査および名誉回復
に関する特別法による家族関係登録事務処理規則
［施行２００８．１．１］［大法院規則第２１２０号，２００７．１１．２８，全部改正］

法院行政処（企画第２担当官），０２‐３４８０‐１１００

〈参考〉旧戸籍法（一部改正１９９８．６．３法律第５５４５号）
*http://www.geocities.co.jp/WallStreet/1747/koseki.html に

よる

第１章 総則

第１条（目的）この法律は、戸籍に関する事項を規定す

ることを目的とする。

第２条（管掌）戸籍に関する事務は、市・邑・面の長（都

農複合形態の市における洞地域に対しては、市長、邑

・面地域に対しては、邑・面長とする。以下同じであ

る。）がこれを管掌する。〈改正９４・１２・２２〉

第３条（市、邑、面長及び戸籍事件）①市、邑、面の長

は、自分又は自分と戸籍を共にする者に関する戸籍

事件に対しては、その職務を行うことができない。

②戸籍事務に関して市、邑、面の長を代理する者も第

１項と同じである。

第４条（監督）①戸籍事務は、市、邑、面の事務所の所

在地を管轄する家庭裁判所長がこれを監督する。〈改

正７５・１２・３１〉

②家庭裁判所支院長は、家庭裁判所長の命を受けてそ

の管轄区域内の戸籍事務を監督する。〈改正７５・１２

・３１〉

第５条（区等の戸籍事務）特別市及び広域市及び区を置

いた市においては、この法律中市、市長又は市の事務

所とは、それぞれ区、区庁長又は区の事務所をいう。

ただし、広域市における郡地域に対しては、邑・面、

邑・面の長又は邑・面の事務所をいう。〈改正８１・１２

・１７、９５・１２・６、９８・６・３〉

第６条（手数料等の帰属）①この法律の規定により納付

する手数料及び過怠料は、これを戸籍に関する事務

を管掌する地方自治体の収入とする。ただし、第１３２

条の２第３項及び第１３３条の場合には、この限りで

ない。〈改正８１・１２・１７、８４・７・３０、９０・１２・３１〉

②第１項の手数料の額は、大法院規則でこれを定める。

〈改正９０・１２・３１〉

第７条（事務費用）戸籍に関する事務に要する費用は、

その事務を管掌する地方自治体の負担とする。［全文

改正９０・１２・３１］

第２章 戸籍簿

第８条（戸籍の編製）戸籍は、市、邑、面の区域内に本

籍を定める者に対して戸主を基準として家別にこれを

編製する。

第９条（戸籍の編綴）戸籍は、地番の順序によりこれを

編綴して帳簿とする。

第１０条（原本及び副本、その保存）①戸籍は、原本及び

副本を作成する。

②原本は、市、邑、面の事務所にこれを備置し、副本

は、監督裁判所がこれを保存する。新たに戸籍を編

製したときは、市、邑、面の長は、遅滞なくその理

由を監督裁判所に報告しなければならない。

第１１条（戸籍簿の搬出禁止）①戸籍簿は、事変を避する

ために必要な場合以外に市、邑、面の事務所外に移

すことができない。

②戸籍簿を市、邑、面の事務所外に移したときは、市、

邑、面長は、遅滞なくその理由を監督裁判所に報告

しなければならない。

第１２条（戸籍簿の閲覧、謄本、抄本）①戸籍簿の閲覧又

は戸籍の謄本、抄本の交付を受けようとする者は、

手数料を納付してこれを請求することができる。

②戸籍の記載事項に変更がないという証明又は戸籍に

記載した事項に関する証明を受けようとする者も第

１項と同じである。

③手数料以外に郵送料を納付して謄本、抄本又は第２

項に規定した証明書の送付を請求することができる。

④謄本は、請求により除籍者に関する記載の謄写を省

略してこれを作成することができる。

第１３条（戸籍簿の再製、補完）①戸籍簿の全部又は一部
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が滅失したとき又は滅失のおそれがあるときは、大

法院長は、その再製、補完又は保全に関して必要な

処分を命じる。

②第１項の滅失の場合には、市、邑、面の長は、その

事実を告示しなければならない。

第１４条（除籍簿）①戸主承継・無後その他の事由により

戸主及び家族が全員除籍され、又は抹消された戸籍

は、これを戸籍簿から除去して除籍簿に編綴・保存

する。

②第１０条から第１３条までの規定は、除籍及び除籍簿に

これを準用する。［全文改正９０・１２・３１］

第３章 戸籍の記載

第１５条（戸籍の記載事項）戸籍には、次の事項を記載し

なければならない。

１．本籍

２．前戸主の氏名及び戸主との関係

３．戸籍の編製その他戸籍変動事由の内容及び年月日

４．戸主及び家族の氏名・本・性別・出生年月日及

び住民登録番号

５．戸主及び家族になった原因及び年月日

６．戸主及び家族の嫡出父母及び養親の氏名

７．戸主と家族との関係

８．他家に入籍し、又は他家へ出た者に対しては、

その他家の本籍及び戸主の氏名

９．戸主又は家族の身分に関する事項

１０．その他大法院規則で定める事項

［全文改正９０・１２・３１］

第１６条（戸籍内の記載順位）①戸籍内の各人の記載は、

次の順位による。

１．戸主

２．戸主の直系尊属

３．戸主の配偶者

４．戸主の直系卑属及びその配偶者

５．戸主の傍系親族及びその配偶者

６．戸主の親族でない者

②直系尊属間においては、世数が遠くの者を先順位と

し、直系卑属又は傍系親族間においては、世数又は

寸数が近い者を先順位とする。

③戸籍を編成した後に家族になった者は、戸籍の末尾

にこれを記載する。

第１７条（戸籍の記載手続）戸籍は、申告、報告、申請、

証書の謄本、航海日誌の謄本又は裁判書によりこれを

記載する。

第１８条（新戸籍の編製）①戸主承継・戸主承継回復その

他戸主の変更がある事項に対して申告又は申請があ

るときは、その申告又は申請及び前戸主又は戸主の

名義を有した者の戸籍により新戸籍を編成しなけれ

ばならない。〈改正９０・１２・３１〉

②第１項の場合には、前戸主又は戸主の名義を有した

者の戸籍に事由を記載してこれを抹消しなければな

らない。

第１９条 削除〈９０・１２・３１〉

第１９条の２（法定分家）①民法第７８９条本文の場合には、

婚姻申告があれば夫を戸主として新戸籍を編製する。

②次の各号の場合には、第１項の場合に準じて新戸籍

を編製する。この場合、申告人は、申告書に新本籍

を記載しなければならない。

１．縁組、縁組の取消、離縁、離婚その他の事由

により他家に入籍しなければならない者に配偶者

又は直系卑属があるとき

２．前戸主の直系卑属長男子であって婚姻した者

が戸主承継権放棄申告をしたとき

③第１項又は第２項の場合、申告書に新本籍が記載さ

れないときは、新戸籍の戸主となる者の本籍地を新

本籍とする。［全文改正９０・１２・３１］

第２０条（無籍者）父又は母の戸籍に入籍する者を除き、

戸籍の記載がない者に対して新たに戸籍の記載をしな

ければならないときは、新戸籍を編成する。

第２１条（除籍）新戸籍に編成された者及び他家に入籍す

る者は、従前の戸籍から除籍される。死亡者、失踪宣

告を受けた者、国籍を喪失した者もまた同じである。

第２２条（戸籍の訂正）①戸籍の記載が法上無効のもの、

又はその記載に錯誤又は遺漏があることを知ったと

きは、市、邑、面の長は、遅滞なく申告の又は申告

事件の本人にその事実を通知しなければならない。

ただし、その錯誤又は遺漏が市、邑、面の長の過誤

によることのときは、この限りでない。

②第１項の通知をできないとき又は通知をしたが戸籍

訂正の申請をする者がないとき、戸籍記載の錯誤又

は遺漏が市、邑、面の長の過誤によるものであると

きは、市・邑・面の長は、監督裁判所の許可を得て

職権で戸籍の訂正をすることができる。ただし、大

法院規則で定める軽微な事項の場合には、市・邑・

面の長が職権で訂正し、これを監督裁判所に報告し

なければならない。〈改正７５・１２・３１〉

③裁判所その他官公署又は検事その他公務員がその職

務上戸籍の記載に錯誤又は遺漏があることを知った

ときは、遅滞なく申告事件の本人の本籍地の市、邑、

面の長にこれを通知しなければならない。この通知

を受けたときは、市、邑、面の長は、第１項及び第

２項の規定によりこれを処理する。

第２３条（行政区域、名称等の変更及び戸籍）①行政区域

又は土地の名称が変更されたときは、戸籍の記載は、
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訂正されたものとみなす。ただし、その記載を更正

しても妨げない。

②地番の変更があるときは、戸籍の記載を更正しなけ

ればならない。

第２４条（戸籍及び書類の引継）市、邑、面の区域変更が

あるときは、戸籍及びこれに関する書類は、これを当

該市、邑、面に引き継がなければならない。

＊１佐藤文明『戸籍がつくる差別』現代書館、１９８４年、

１２ページ

ここで、「人の生涯の身分関係を継続して追跡す

る」ということをもう少し説明しておこう。そうで

ない形の例として「アメリカでもソ連でも人の登録

は個人単位。身分証明書方式だ。出産や結婚などの

身分登録はひとつひとつがばらばらで、届け出たも

のをそのままファイルしておくだけ。登録地を知っ

ている者（本人）だけしか利用できない」（同書、

１３ページ）。

＊２後掲図１ 手書き時代の戸籍ひな形および旧戸籍法

第１６条参照。

＊３後掲図３ 家族関係の登録等に関する法律移行後の

証明書ひな形参照。
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